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(4) 特別支援学級担当教員等の特別支援学校教諭免許状の保有率⇒全国平均を上回る。 

（30 年度） 

【現状】22.5％〔全国 30.9％〕（24 年度） 

(5) 小中学校と特別支援学校の人事交流⇒毎年継続する。（毎年度） 

【現状】実施している。（25 年度） 

 

２ 高等学校等における特別支援教育の推進 

(1) 中学校に在籍する特別な支援を必要とする生徒についての支援情報を高等学校等へ

引き継ぐことについて、支援情報の引き継ぎ率⇒前年度に比べて増加する。（毎年度） 

【現状】新規の取組 

(2) 特別な支援を必要とする生徒が在籍している高校における個別の教育支援計画及び

個別の指導計画の作成率⇒100％（30 年度） 

【現状】個別の教育支援計画：4.7％〔全国 23.9％〕（24 年度） 

個別の指導計画：3.4％〔全国 27.7％〕（24 年度） 

(3) 特別支援教育に関する研修会への参加率⇒100％（30 年度） 

【現状】高等学校：71.8％〔全国 63.9％〕 

(4) 高等学校と特別支援学校の人事交流⇒毎年継続する。（毎年度） 

【現状】新規の取組 

 

３ 特別支援学校における特別支援教育の推進 

 (1) 特別支援学校における教育諸条件の整備、及び教育内容の充実⇒推進方策の内容をそ

れぞれ検証し、着実に進める。 

(2) 特別支援学校教諭免許状の保有率⇒全国平均を上回る。（30 年度） 

【現状】62.8％〔全国 70.8％〕（24 年度） 

(3) 小中学校、高等学校と特別支援学校の人事交流⇒毎年継続する。（毎年度） 

【現状】小中学校：実施している。高等学校：新規の取組 

(4) 県立特別支援学校の設置⇒５年内に２校の設置を検討 

(5) 肢体不自由特別支援学校でのスクールバスの計画的整備⇒スクールバスの乗車時間

を 60 分程度とする。（30 年度） 

【現状】60 分以上乗車している人数 174 人、〔乗車総数 454 人〕（25 年度） 

(6) 知的障害特別支援学校でのスクールバスの計画的整備⇒スクールバスの乗車待機者

の解消を目指す。（30 年度） 

【現状】待機者のいる学校は６校で、待機者数 96 人（25 年度） 

(7) 知的障害特別支援学校でのスクールバスの計画的整備⇒スクールバスの補助席使用

の解消を目指す。（30 年度） 

【現状】補助席を使用しているバスは、25 台（25 年度）  

 

４ 関係機関と連携した就労支援 

(1) 特別支援学校高等部卒業生の一般就労の就職率⇒50％（27 年度） 

【現状】39.4％〔全国 25.0％〕（24 年度） 


